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税務訴訟資料 第２６２号－１９５（順号１２０４５） 

東京地方裁判所 平成●●年（○○）第●●号 所得税更正処分取消等請求事件（第１事件）、平成

●●年（○○）第●●号 所得税更正処分取消等請求事件（第２事件）、平成●●年（○○）第●

●号 所得税更正処分取消等請求事件（第３事件） 

国側当事者・国（阿南税務署長） 

平成２４年９月２５日棄却・控訴 

判 決

第１事件原告 甲 

第２事件原告 乙 

第３事件原告 丙 

上記３名訴訟代理人弁護士 志賀 櫻 

同訴訟復代理人弁護士 田代 浩誠 

同補佐人税理士 森 由美 

被告 国 

同代表者法務大臣 滝 実 

処分行政庁 阿南税務署長 

佐竹 洋治 

同指定代理人 別紙１指定代理人目録のとおり 

主 文

１ 原告らの請求をいずれも棄却する。 

２ 訴訟費用は原告らの負担とする。 

事実及び理由 

第１ 請求 

１ 原告甲関係 

(1) 処分行政庁が平成２１年７月９日付けで原告甲（以下「原告甲」という。）に対してした原

告甲の平成１８年分所得税の更正処分（以下「平成１８年分更正処分１」という。）のうち、

総所得金額３８４万４６２１円及び納付すべき税額３０万７４００円を超える部分を取り消

す。 

(2) 処分行政庁が平成２１年７月９日付けで原告甲に対してした原告甲の平成１９年分所得税

の更正処分（以下「平成１９年分更正処分１」という。）のうち、総所得金額１０６万８６０

６円及び納付すべき税額１万７８００円を超える部分並びに過少申告加算税賦課決定（以下

「本件賦課決定１」という。）を取り消す。 

２ 原告乙関係 

(1) 処分行政庁が平成２１年７月９日付けで原告乙（以下「原告乙」という。）に対してした原

告乙の平成１８年分所得税の更正処分（以下「平成１８年分更正処分２」という。）のうち、

総所得金額１０７６万０３８８円及び納付すべき税額１１６万９５００円を超える部分を取
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り消す。 

(2) 処分行政庁が平成２１年７月９日付けで原告乙に対してした原告乙の平成１９年分所得税

の更正処分（ただし、平成２１年１１月６日の異議決定により、一部を取り消された後のもの。

以下「平成１９年分更正処分２」という。）のうち、総所得金額６０９万２３２２円及び納付

すべき税額５４万７８００円を超える部分並びに過少申告加算税賦課決定（ただし、平成２１

年１１月６日の異議決定により、一部を取り消された後のもの。以下「本件賦課決定２」とい

う。）を取り消す。 

３ 原告丙関係 

(1) 処分行政庁が平成２１年７月９日付けで原告丙（以下「原告丙」という。）に対してした原

告丙の平成１８年分所得税の更正処分（以下「平成１８年分更正処分３」という。）のうち、

総所得金額７３２万９８１０円及び納付すべき税額７８万２８００円を超える部分を取り消

す。 

(2) 処分行政庁が平成２１年７月９日付けで原告丙に対してした原告丙の平成１９年分所得税

の更正処分（以下「平成１９年分更正処分３」という。）のうち、総所得金額３１８万２９８

２円及び納付すべき税額７万９２００円を超える部分並びに過少申告加算税賦課決定（以下

「本件賦課決定３」という。）を取り消す。 

第２ 事案の概要 

 本件は、原告らが、平成１８年分及び平成１９年分の所得税について、株式会社Ａ（以下「Ａ」

という。）における原告ら名義の外国為替証拠金取引（ＦＸ取引）により生じ、上記各年中毎月受

領していたスワップポイント（スワップ金利）の合計を所得の金額の計算上総収入金額に算入せず

に申告していたところ、処分行政庁から、上記スワップポイントは上記各年における原告らの雑所

得に該当するものとして、各年分の原告らの所得税について各更正処分（平成１８年分更正処分１

ないし３及び平成１９年分更正処分１ないし３。以下、これらを「本件各更正処分」という。）を、

平成１９年分の原告らの所得税について過少申告加算税の各賦課決定（本件賦課決定１ないし３。

以下「本件各賦課決定」といい、本件各更正処分と併せて「本件各更正処分等」という。）を受け

たため、上記各年中毎月受領したスワップポイントは決済がされていないし、余剰証拠金の仮払い

にすぎないものといえるから、収入の原因となる権利は未確定であり、所得税法３６条１項の「収

入すべき金額」に当たらないなどと主張して、本件各更正処分のうち、平成１８年分所得税につい

ては各減額更正処分により一旦減額更正されていた額を超える部分、平成１９年分所得税について

は当初の申告額を超える部分及び本件各賦課決定（原告乙については、異議決定により一部取り消

された後のもの。）の取消しを求める事案である。 

１ 関係法令の定め 

 所得税法３６条１項は、その年分の各種所得の金額の計算上収入金額とすべき金額又は総収入

金額に算入すべき金額につき、別段の定めがあるものを除き、その年において収入すべき金額（金

銭以外の物又は権利その他経済的な利益をもって収入する場合には、その金銭以外の物又は権利

その他経済的な利益の価額）とする旨定めている。 

２ 前提事実（争いのない事実、顕著な事実並びに掲記の証拠及び弁論の全趣旨により容易に認め

られる事実） 

(1) 原告ら及びＡ 

 原告甲と原告乙は夫婦であり、原告丙は、原告甲及び原告乙の長女である。 
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  原告らと外国為替証拠金取引をしていた当時のＡ（なお、同社は、平成●年●月●日に札幌

地方裁判所から破産手続開始決定（札幌地方裁判所平成●●年（○○）第●●号）を受け、平

成●年●月●日に破産手続終結の決定を受けているが、破産手続開始決定、破産手続終結決定

の前後を問わず、Ａと表記する。）の代表取締役丁（以下「丁」という。）は、原告乙の甥であ

る。（甲３、４） 

(2) 本件ＦＸ取引の概要等 

 Ａの扱う金融商品である外国為替証拠金取引「Ｂ」、「Ｃ」及び「Ｄ」（以下、これらを「本

件ＦＸ取引」という。）は、「店頭デリバティブ取引」（金融商品取引法２条２２項）のうち、

同項１号に規定する「売買の当事者が将来の一定の時期において金融商品（中略）及びその対

価の授受を約する売買であって、当該売買の目的となっている金融商品の売戻し又は買戻しそ

の他政令で定める行為をしたときは差金の授受によって決済することができる取引」に該当し、

その概要は以下のとおりである。（乙２８ないし３０） 

ア 本件ＦＸ取引は、顧客がＡとの間で契約を締結して行う店頭取引（相対取引）であり、顧

客は、同社に通貨証拠金取引口座を開設し、取引証拠金、建玉の反対売買（転売又は買戻し）

による最終決済を行った場合の確定差損益金、その他授受する金銭を同口座で処理すること

になるとともに、同社を通じて売買注文・決済の指示、証拠金の預託・返還、通知・報告等

の諸連絡を行うこととなる。 

イ 本件ＦＸ取引は、証拠金を預託して、外国通貨と本邦通貨の売買を将来の一定の時期（決

済期限）において通貨等及びその対価の授受を約して行う売買契約であって、顧客の指示に

より当該売買の目的となっている通貨の反対売買（転売又は買戻し）をしたときは、当該通

貨の売買代金を授受せず、差金の授受によって決済すること（このような決済を、以下「差

金決済」という。本件ＦＸ取引の主たる決済方法である。）ができる取引であり、例えば「Ｄ」

については、１口２００万円で１０万豪ドルの通貨証拠金取引ができるとされ、取引総代金

に比して、１０％以下という非常に低廉な証拠金を預託することによって、大きな取引を行

うことができ、預託証拠金に対して大きな利益を上げ得る反面、損失が預託証拠金を上回る

場合もある。（乙３１） 

ウ 本件ＦＸ取引では、顧客が決済の指示を出さない限り、取引の決済期限は無期限に繰延べ

（ロールオーバー）されることになる方式が採用されている。 

 また、例えば、顧客が高金利通貨を低金利通貨で購入した場合、為替の変動とは関係なく、

顧客の取引口座に取引数量に応じた金利差額（これがスワップポイントであり、いわゆるス

ワップ金利と同義である。本件ＦＸ取引は、スワップポイントが為替変動や金利変動等によ

って大きく変動しない限り変更しない固定スワップポイントであった。）が毎日積み立てら

れ、反対に高金利通貨を売る取引をした場合には、低金利通貨で高金利通貨を売ることにな

るので、顧客は、受取金利から借入金利を差し引くと金利差額がマイナスとなり、その金利

差額に対応するスワップポイントを、建玉を決済するまでの間、Ａに対し、日々支払うこと

となる。 

そして、日々積み立てられたスワップポイントは、顧客からの決済注文がなくとも、毎月

一定の期日に顧客が指定する銀行の預金口座に振り込まれることとされていた。 

(3) 原告らの本件ＦＸ取引の開始等 

原告らは、Ａとの間において、それぞれ、本件ＦＸ取引に関し通貨証拠金取引口座（以下「本



4 

件各取引口座」という。）を開設し、① 原告甲は平成１５年９月２４日に証拠金１００万円、

② 原告乙は平成１５年６月２５日に証拠金２００万円、③ 原告丙は平成１５年１０月１７

日に証拠金２００万円をそれぞれ預託して、「Ｂ」、「Ｃ」及び「Ｄ」の取引（本件ＦＸ取引）

を開始した。（乙２５ないし２７） 

 なお、本件ＦＸ取引に関し、「Ｅ～通貨証拠金取引約款～」（乙２８。以下「本件取引約款」

という。）には以下のとおり定められていたが、Ａは、その後、平成１８年３月１５日に、本

件取引約款を一部改訂した「外国為替保証金取引約定書」を作成し、更に平成１９年８月１５

日にこれを改訂した「外国為替証拠金取引約款」を作成した。これらの文書にはスワップ金利

（Ａがその裁量によって毎日決済する、建玉から発生する本邦通貨と取引通貨における金利差

相当額をいう。本件取引約款２条１２項、２１条）の記載がされていなかったが、Ａでは、「外

国為替保証金取引約定書」への改訂後は、約款ではなく平成１７年７月１日付け発行の「外国

為替取引ガイド」（以下「本件取引ガイド」という。なお、スワップ金利については正確には

金利ではないことから、用語の正確性の観点からスワップポイントに改められた。）で説明す

る取扱いとした。（甲１の１ないし３、乙２９） 

ア １条１項（口座開設。２項は省略する。） 

 顧客は、Ａに本取引にて使用する通貨証拠金取引口座を開設することを申し込み、同社の

審査を受けることを了解する。同社は顧客の適格性を判断し、これを妥当と認める場合は、

顧客に対し口座を設定した旨の通知を行うことにより、本取引に関する契約を締結したもの

とする。 

イ ２条１２項（定義。本項以外は省略する。） 

 「スワップ金利」とは、ＡがＡの裁量によって毎日決済する、建玉から発生する本邦通貨

と取引通貨における金利差相当額をいう。 

ウ ３条（通貨証拠金取引口座による処理） 

 顧客がＡと行う取引において、取引証拠金、建玉（未決済売約定又は未決済買約定をいい、

売約定のものは売建玉、買約定のものは買建玉という。２条５項）の転売又は買戻しによる

最終決済を行った場合の確定差損益金、その他授受する金銭は、全て通貨証拠金取引口座で

処理する。 

エ ４条（通貨証拠金取引） 

(ア) １項 

 「通貨証拠金取引」とは、外国通貨間又は外国通貨と本邦通貨の売買契約に伴い、当該

通貨の売買代金を授受する取引をいう。 

(イ) ２項 

 ただし、本取引は当該通貨の売買代金を授受せず、顧客の指示により転売又は買戻しに

よる差金決済により取引を行う。 

オ ５条（Ｅの定義） 

 Ｅとは証拠金を預託することによって第４条にいう「通貨証拠金取引」を行うもので、二

国間通貨金利差によるスワップ金利を用いて為替直物の受渡期日を翌日に１日間ローリン

グ（繰り延べ）することができ、反対売買により決済するまで自動的に建玉の継続を可能に

した為替直物取引をいう。本約款においてＥを本取引と称する。 

カ １８条（決済方法） 
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(ア) １項 

Ａは委託を受けた取引について、顧客の指示により、これを転売又は買い戻したときは、

その約定値段等において確定差損益金（反対売買により発生した差損益金をいい、スワッ

プ金利、手数料及び手数料に係る消費税を含むものとする。２条８項）を計算し、顧客の

口座に累積するものとする。 

(イ) ２項 

前項の場合において、当該転売又は買戻しする既存の取引が２以上あるときは、顧客よ

り特別の指示がない場合同一の取引単位の建玉のうち、取引成立の古い順序に従って転売

又は買戻しするものとする。 

キ ２０条（値洗い） 

(ア) １項 

顧客はＡの建玉に（「Ａは顧客の建玉に」の誤記と解される。）対して、毎営業日に帳入

値段（東京外国為替市場の終値とされている。２条６項）を用いて値洗いを行う。 

(イ) ２項 

前項に定める値洗いに関しては、計算によって生じる未確定差損益金（帳入値段により

算出される建玉の差損益金をいう。２条７項）、スワップ金利、往復の手数料及び手数料

に係る消費税が共に取引口座内において日々計算され、累積される。 

ク ２１条（スワップ金利） 

(ア) １項 

Ａは建玉の決済期日延長の行為から発生する本邦通貨と取引通貨における金利差を基

に算出されるスワップ金利を日々計算し、顧客の口座に累積するものとする。 

(イ) ２項 

スワップ金利は、顧客が本邦通貨より高い金利の取引通貨を売付ける場合、その金利差

を基に算出される額をＡに支払うものとし、顧客が買付ける場合においては、Ａからその

金利差を基に算出額を受領することができるものとする。また、顧客が本邦通貨より低い

金利の取引通貨を売付ける場合は、その金利差を基に算出される額をＡから受領すること

ができ、顧客が買付ける場合においては、その金利差を基に算出される額をＡに支払うも

のとする。 

ケ ２８条（証拠金及び利益金の返還。４項は省略する。） 

(ア) １項（ただし書き以下は省略する。） 

Ａに預託されている預り証拠金額が、預託すべき取引証拠金の額を超過する場合におい

て、顧客から当該超過する額の全部又は一部の返還請求があったときは、Ａはその請求が

あった日から起算して４営業日以内に当該請求に関わる額を顧客に返還する。 

(イ) ２項 

確定差損益金（帳尻金）の累積が毎月末に顧客の益勘定になった場合、顧客は以下の処

理の一方を選択する旨、翌月２０日（休日の場合は翌営業日）までにＡに申し出るものと

する。 

ａ １号 

 顧客は、Ａに累積している利益金を原資として、Ａが任意に預かり証拠金に振り替え

ることを了解する。 
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ｂ ２号 

顧客がＡの指定する銀行口座に（「Ａが顧客の指定する銀行口座に」の誤記と解され

る。）翌月２５日までに当該利益金を振り込む（なお、当該日が休日の場合は翌営業日

までとする）。 

(ウ) ３項 

前項において顧客より別段の申出が期日までにない場合、Ａは前項１号の処理を行うこ

ととし、顧客はこれに異議を唱えないものとする。 

コ ３１条（預託金等による債務の弁済。５項以下は省略する。） 

(ア) １項 

Ａが、顧客から預託を受けた取引証拠金、未確定差損益金その他の金銭又は物件は、顧

客のＡに対する全ての債務の共通の担保とする。 

(イ) ２項 

Ａは本取引に関わる顧客の債務について、顧客からその弁済を受けるまでは、３０条３

項及び２８条の規定にかかわらず前項の金銭又は物件を担保として留保することができ

る。 

(ウ) ３項 

預託されている証拠金の内、前項の規定により、留保された当該留保額については、取

引証拠金の過不足の計算に当たり、預託されている証拠金とみなされないものとする。 

(エ) ４項 

Ａは、顧客が同社の指定した日までに債務を弁済しない場合は、本条２項の規定により

留保された金銭又は物件をもって当該債務の弁済に充当することができる。この場合にお

いて、その充当につき過不足が生ずるときは、超過額について２８条の規定に準じて顧客

に返還し、その不足額については顧客から追徴する。 

サ ３６条（差引計算。３項は省略する。） 

(ア) １項 

期限の到来、「期限の利益の喪失」その他の事由によって、顧客がＡに対する債務を履

行しなければならない場合には、その債務と本取引及び建玉に関わる顧客のＡに対する債

権その他一切の債権とを、その債権の期限の如何にかかわらず、いつでもＡは相殺するこ

とができる。 

(イ) ２項 

前項の相殺を行う場合には、Ａは事前の通知及び所定の手続を省略し、顧客の諸預託金

又は物件をもって債務の弁済に充当できる。 

(4) 原告らの本件ＦＸ取引の状況等 

ア 原告らは、上記(3)の取引開始以降、Ａとの間で継続的に本件ＦＸ取引を行った。 

本件ＦＸ取引におけるスワップポイント（以下「本件スワップポイント」という。）の１

日当たりの金額は、１万豪ドルにつき、「Ｂ」は７０円、「Ｃ」は１００円、「Ｄ」は１１０

円であり、顧客が受け取る本件スワップポイントは、これらの額にロット数（１ロットは１

０万豪ドル）及び保有日数（前月最終営業日から当月最終営業日まで）を乗じて計算され、

Ａは、この毎月の合計額等について翌月１日頃に原告らに通知し、当該各通知金額から振込

手数料を控除した金額を、毎月１０日（１０日が休日の場合にはその翌営業日。以下同じ。）、
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原告甲に対してはＦ銀行阿南支店の同人名義の普通預金口座（口座番号       。乙

４１）に、原告乙に対しては同銀行同支店の同人名義の普通預金口座（口座番号

。乙４２）に、原告丙に対しては同銀行同支店の同人名義の普通預金口座（口座番号 

及び       。乙４３。以下、これら４つの口座を併せて「本件各銀行

口座」という。）に振り込んでおり、原告らの平成１８年分及び平成１９年分の各月の本件

スワップポイント合計額は別表２－１ないし２－６の各表２の「通知金額」欄、原告らの各

月の振込金額は上記各別表の各表３の「振込金額」欄にそれぞれ記載されているとおりであ

る。（乙３３ないし４３（枝番含む）） 

イ Ａは、「口座資産台帳」（このうち原告らの本件ＦＸ取引に係る台帳（乙４４ないし４６）

を、以下「本件口座資産台帳」という。）に、毎月末（平成１８年７月以降はＡの各月の最

終営業日。以下同じ。）までの本件スワップポイントの合計額を「ご入金」欄の「利益」欄

（「摘要」欄の「月間合計」の列参照）に記載し、これを翌月１０日に顧客らに対して振り

込むと、「ご出金」欄の「お引き出し」欄に同額を記載し（「摘要」欄の「スワップ引出」の

列参照）、当該金額を「スワップ引出」として「残高」から差し引く記載をしていた。 

なお、顧客がスワップポイントの反映に対応しない余剰の証拠金の引き出しを行った場合

には、口座資産台帳の「摘要」欄に「余剰金引出」と記載されていた。（乙４７） 

(5) 本件各更正処分及び本件各賦課決定に至る経緯 

ア 所得税の確定申告等 

(ア) 原告らは、それぞれ、法定申告期限内である平成１９年３月１５日、阿南税務署長に

対し、別表３－１ないし３－３の「確定申告」の各欄記載のとおり、平成１８年分所得税

の確定申告をしたが、同年７月１０日、雑所得の金額に誤りがあったとして、上記各別表

の「更正の請求１」の各欄記載のとおり、更正の請求をした。 

 これを受けて、阿南税務署長は、同年１０月１０日、原告らに対し、平成１８年分所得

税につき、上記各別表の「減額更正処分」の各欄記載のとおり、各減額更正処分をした。 

 さらに、原告らは、平成２１年３月１８日、阿南税務署長に対し、Ａの破産手続終結に

伴い雑所得に係る未収入金に貸倒損失が発生したとして、上記各別表の「更正の請求２」

の各欄記載のとおり、各更正の請求をしたが、阿南税務署長は、同年７月８日、原告らに

対し、更正をすべき理由がない旨の各通知をした。 

(イ) 原告らは、それぞれ、法定申告期限内である平成２０年３月１７日、阿南税務署長に

対し、別表４－１ないし４－３の「確定申告」の各欄記載のとおり、平成１９年分所得税

の確定申告をした。 

イ 本件各更正処分及び本件各賦課決定 

阿南税務署長は、平成２１年７月９日、原告らの平成１８年分及び平成１９年分所得税に

つき、別表３－１ないし４－３の「本件更正処分」の各欄記載のとおり、本件各更正処分等

をした。 

被告が本訴において主張する原告らの平成１８年分及び平成１９年分所得税の総所得金

額及び納付すべき税額等は別紙５の記載のとおりであり、本件の争点に関する部分を除き、

所得税額等の計算の基礎となる金額及び計算方法に争いはない。 

(6) 本訴提起に至る経緯等 

ア 原告らは、それぞれ、平成２１年９月７日、阿南税務署長に対し、本件各更正処分等の全
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部の取消しを求めて異議申立てをしたところ、阿南税務署長は、同年１１月６日、原告甲及

び原告丙の上記異議申立てをいずれも棄却し、原告乙の上記異議申立てのうち、平成１８年

分更正処分２に対するものを棄却するとともに、別紙４－２の「異議決定」の各欄記載のと

おり、原告乙の平成１９年分所得税の更正処分及び過少申告加算税賦課決定の一部を取り消

す旨の各決定をした（この一部取消し後のものが、平成１９年分更正処分２及び本件賦課決

定２である。）。 

イ 原告らは、それぞれ、平成２１年１２月２日付けで国税不服審判所長に対し、本件各更正

処分等の全部の取消しを求めて審査請求をしたところ、国税不服審判所長は、平成２２年１

１月２９日、上記各審査請求をいずれも棄却する旨の各裁決をした。 

ウ 原告らは、平成２３年４月２５日、本件訴えを提起した。（顕著な事実） 

３ 争点 

(1) 本件各更正処分の適法性（原告らの本件ＦＸ取引において、各原告による平成１８年分及

び平成１９年分の豪ドルの買注文（建玉）の保有によって生じた本件スワップポイントを当該

各年分の雑所得の総収入金額に算入すべきか否か。） 

(2) 本件各賦課決定の適法性 

４ 争点に関する当事者の主張の要旨 

(1) 争点(1)（本件各更正処分の適法性）について 

（被告の主張の要旨） 

ア 以下の事実関係を総合すれば、本件ＦＸ取引について、建玉が決済されない間も、遅くと

も毎月末時点では、同月分の日々累積した本件スワップポイントの金額が、本件各取引口座

にも同月分の合計額として具体的に反映され、受払いの対象となっていたのであるから、本

件スワップポイントに係る収入の原因となる権利は確定していたと認められる。 

(ア) 本件取引約款等によれば、Ａは、スワップポイントを日々計算して、顧客の口座に累

積させており、原告らが本邦通貨より高い金利の取引通貨を売付ける場合、その金利差を

基に算出される額をＡに支払うものとし、原告らが買付ける場合には、Ａからその金利差

を基に算出される額を受領することができるものとされ、原告らが本邦通貨より低い金利

の取引通貨を売付ける場合は、その金利差を基に算出される額をＡから受領することがで

き、原告らが買付ける場合においては、その金利差を基に算出される額をＡに支払うもの

とされていた（本件取引約款２１条、本件取引ガイド）。 

 また、Ａは、本件ＦＸ取引につき、高金利通貨である豪ドルを長期保有し、その間決済

を待たずに固定のスワップポイントで安定した収益を上げることを目的とした商品とし

て周知し、顧客もそのように認識し、本件ＦＸ取引のパンフレット等によって、具体的に、

建玉の反対売買による決済なしで、毎日一定額のスワップポイントが計算され、毎月１か

月分のスワップポイントを顧客が受領できる旨の説明をしていた。 

(イ) 本件ＦＸ取引において、取引証拠金、建玉の転売又は買戻しによる最終決済を行った

場合の確定差損益金、その他授受する金銭は、全て原告らの本件各取引口座において処理

されることとなっており（本件取引約款１、２条）、Ａは、本件ＦＸ取引に関し、保有ロ

ット、保有日数に応じて計算した本件スワップポイントの１か月分の合計額を「個別スワ

ップ」益として、毎月末、本件口座資産台帳の「利益」欄に記載し、その金額について、

原告らに「売買・取引口座明細報告書」及び「残高照合通知書」によって通知をし、翌月
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１０日には本件各銀行口座に振り込んでおり、受払いの対象としていた。 

イ これに対し、原告らは、① Ｇ（株式会社Ｉが開設する外国為替証拠金取引。以下同じ）

及び株式会社Ｈ（以下「Ｈ」という。）による説明を根拠として、本件スワップポイントに

係る収入の原因となる権利は、建玉を反対売買することにより決済をしなければ確定するこ

とはない、② 当該課税年度においてＦＸ業者の取引口座に現金の余剰があったため、ＦＸ

業者において権利確定の以前に返還可能額（本来差し入れておく必要のない余剰の証拠金）

の返還（証拠金の仮払い又は先払い）をしたに過ぎず、決済によって確定した利益に当たら

ず、貸借取引にすぎない、③ ＦＸ取引に係る所得税の課税が、全国的にばらばらな解釈に

基づいてされており、課税実務上もこのような問題点が認識されていたところ、平成２３年

度税制改正において、店頭デリバティブ取引も市場デリバティブ取引と同等の取扱いを受け

ることに改正されたとした上で、ＦＸ取引に係る所得についてもこのような立法的解決がさ

れるまでは、課税自体が許されないなどと主張しているが、以下に述べるとおり、いずれも

理由がない。 

(ア) 上記①については、Ｇのスワップポイントは、本件スワップポイントとは異なり、建

玉が反対売買されたときに初めて取引口座の残高に加算又は減算され、建玉の決済をする

ことなくスワップポイントを受け取ることができないという違いがあるから、本件スワッ

プポイントをＧのスワップポイントと同一に扱う根拠はないし、Ｈなど他の業者が取り扱

う他のＦＸ取引でも、必ずスワップポイントは建玉の決済前には課税所得とならないなど

と扱われているものでもないから、これらの取扱いを引用する原告らの主張は失当である。 

(イ) 次に、上記②についても、そもそも、被告は、原告らの本件銀行口座への金員の振込

みをもって所得の実現があったと主張しているわけではないから、原告らの上記主張は前

提を誤っている。 

 また、㋐ 本件口座資産台帳には、毎月末に同月分本件スワップポイントの金額が口座

残高に反映され受払いの対象となった後に、同一金額が「スワップ引出」（「余剰金引出」

とは記載されていない。）と記載されて翌月１０日に出金されていること、㋑ 本件取引

約款等によれば、本件ＦＸ取引に係る未確定利益の「仮払い」又は「先払い」を可能とす

る記載はされていないし、預託すべき取引証拠金の額を超過する場合において、返還可能

額の範囲で、顧客から返還請求があったときは、その請求があった日から起算して４営業

日以内に当該請求に関わる額を返還するものとされているところ、原告らがこのような返

還請求や仮払い又は先払いの指示・依頼を行った事実は特にないし、「残高照合通知書」

等には、「仮払い」又は「先払い」がされた旨の記載や「仮払い」又は「先払い」がされ

た金員が返還又は充当された旨の記載も一切なく、「⑧返還可能額」の金額は常に零円と

なっており、本件各取引口座に返還可能額はなかったことからすれば、本件各銀行口座に

振り込まれた金員は、原告らが主張するような余剰の証拠金の返金や未確定利益の仮払い

又は先払いという趣旨ではなく、前月末に確定した本件スワップポイントに係る金員の趣

旨であったと認められ、当該振込みの事実は、毎月末に本件スワップポイントに係る収入

の原因となる権利の確定があったことを根拠付ける重要な事実であるから、この点からも

原告らの上記主張は理由がない。 

 そして、建玉の決済（反対売買）の際に、原告らが主張するように将来発生が見込まれ

るべき決済後の利益についての仮払い又は先払いとして振り込まれていたものにすぎな
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いのであれば、確定の時に、仮払いとして振り込まれた金員についての精算がされ、「口

座資産台帳」や「売買報告書」にそれをうかがわせる記載があってしかるべきであるとこ

ろ、本件ＦＸ取引に係る資料をみてもそのような記載は存せず、精算がされていたとはい

えないから、原告らの主張は理由がない。 

(ウ) 上記③については、本件で争いとなっている所得税は平成１８年分及び平成１９年分

のものであるから、原告ら指摘の平成２３年度税制改正（原告らが指摘するように、ＦＸ

取引に係る所得税の課税上の取扱いについて統一が取れていなかったことを是正するた

めのものではなく、店頭デリバティブ取引等と取引所金融先物取引等これと類似する金融

商品との間で課税の中立性を高めるための税制改正である。）は何ら関係がなく、これを

もって、本件各更正処分が違法とされる理由とはならないし、原告らが指摘するようなＦ

Ｘ取引の取扱いについて統一が取れていなかったとの事実や処分行政庁が恣意的な課税

処分をした事実も認められず、原告らの主張には理由がない。 

ウ 以上のとおり、本件スワップポイントの金額は、建玉が決済されない間においても、あら

かじめ決まっていた１万豪ドル当たりの１日分の固定金額と保有ロット数に応じて計算さ

れる金額が日々累積し、本件各取引口座にも、毎月末には、かかる固定金額、保有ロット数

及び同月の保有日数に応じて確定的に計算される１か月分の合計額が具体的に反映され、受

払いの対象となっていたのであるから（実際に、当該金額が原告らに通知された上で、原告

らの本件各銀行口座に振り込まれていた。）、遅くとも本件各取引口座に実際に反映された毎

月末の時点には、本件スワップポイントに係る収入の原因となる権利は確定していたものと

認められ、現実の収入がなくても、その収入の原因となる権利が確定した場合には、その時

点で所得の実現があったものと認められる（所得税法３６条１項）。 

 よって、本件各更正処分は適法である。 

（原告らの主張の要旨） 

ア 権利確定主義は、現金の収入・支出にかかわらず、取引の事実が発生した時、すなわち法

的に権利が確定した時点で収入を計上するという原則であるところ、本件ＦＸ取引について

は、以下のとおり、決済がされておらず、損益やその金額も確定していないことになるから、

所得は発生しておらず、その認識をすることもできない。 

(ア) ＦＸ取引は、金利通貨スワップであって、為替の変動と金利水準の変化という二つの

要因が利益損失の決定要因として働くところ、為替相場や金利水準は日々変動するから、

実際に決済をしてみるのでなければ利益損失の確定をすることができない性格のもので

ある。金利スワップの利ざやであるスワップポイントも、プラスにもマイナスにもなるも

のである。このように、ＦＸ取引においては、一般的に権利を確定させるために決済が必

要であり、明示的な決済がされていない段階においては、所得の発生を認識することはで

きないといわざるを得ない（Ｇが取り扱う商品では、金融商品取引所における所得の計算

がＦＸ取引の決済に掛からしめられており、所得の発生の認識において、取引所取引と店

頭取引とで区別しなければならない具体的、直接的な理由は存在しないし、Ｈのウェブサ

イト上でも未決済の建玉は決済した年に確定申告の対象となる旨の記載がされている。）。 

 そして、本件ＦＸ取引は、原告らとＡとの間で日々決済をして利益を確定させる契約で

はなく（被告は、その主張の前提として、本件取引約款等各種資料について、原告らとＡ

間で合意されていると主張しているが、当該合意の有無については立証されていない。）、
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実際の取引でも平成１８年及び平成１９年において決済されておらず、利益の額は確定し

ていなかったから、所得の発生を認識することはできない（Ａは平成●年に倒産して、本

件ＦＸ取引は強制決済となっており、この結果、原告らに平成２０年度所得税の計算にお

いて多額の雑損失が生じている。この雑損失については、損益通算が認められていないた

め、税務上の救済を受けることもできない。）。 

(イ) ＦＸ取引においては、収益の発生と認識とは損失の発生と認識との双方向で考察すべ

きところ、取引追証拠金を求められた場合、その段階でこれに対応する損失の発生は認識

されないから、一方で、必要な金額を超えた証拠金が取引口座に預託されていて、その返

還を受けることがあったとしても、この一事をもって収益の発生を認識する契機になるも

のとは解されず、単に権利確定以前に余剰証拠金を返還したにすぎないものと解される。 

 Ａから原告らの本件各銀行口座に、本件ＦＸ取引に関して振込送金がされているが、こ

れは、当該課税年度において本件各取引口座に現金の余剰があったため、ＦＸ業者におい

て権利確定以前に返還可能額（本来差入れしておく必要のない余剰の証拠金）の返還をし

たにすぎない。すなわち、上記の振込送金は、いわば仮払い又は先払いを受けてその使用

はできるものの、法的には決済がされて計算が終了した際に必要があれば、必要額を返戻

したり、追加的な支払をしたりしなければならないことになる（本件スワップポイントは、

被告が主張するような固定額ではなく、スワップポイントという名だけを借りて、難解な

取引の将来の利益の見込みを概算額で仮払いするものにすぎない。）。 

 そして、Ａは、低い倍率での証拠金の差入れで多額の取引を行うことができる方針を採

っていたことからすると、計算上はあり得た返還可能額をいわば担保として、仮払いをし

ていたにすぎない。 

そうすると、本件スワップポイントに係る取引は所得の発生するような損益取引ではな

く、貸借取引にすぎず、本件各取引口座から本件各銀行口座への振込みによって、本件ス

ワップポイントに係る収入の原因となる権利が確定していたとはいえない（実際にもＡは、

レバレッジを低く抑えて低い倍率での証拠金の差入れで多額の取引を行うことができる

方針を採っていることからも、そのため多額の証拠金を担保として貸借取引していたにす

ぎないといえるし、原告らにおいても、この点は理解しており、必要であれば、証拠金を

返還しなければならないことを了解していた。）。 

イ ＦＸ取引の個人の所得税の課税については、これまで、税務署長が恣意的に収入があった

と認定する年分については所得税の課税がされるのに対し、損失があった年分については繰

越控除の規定等の救済措置がないため、損失の控除を認めないなど、恣意的で全国的にばら

ばらな法解釈に基づいて課税処分がされており、不当・不公平な結果を招くことになってい

たところ、このような問題があることが既に自覚されていたのであるから、店頭デリバティ

ブ取引についても、これまで損失の繰越控除を認めていた市場デリバティブ取引と同等の取

扱いとした平成２３年度税制改正のような立法的解決が図られるまでは、所得税法に規定さ

れたとおり、権利確定主義に基づいて課税すべきであって、上記のようなばらばらな取扱い

に基づいて恣意的にされた本件各更正処分は、租税法律主義に違反し、違法である。 

(2) 争点(2)（本件各賦課決定の適法性） 

（被告の主張の要旨） 

原告らに対する本件各更正処分はいずれも適法であり、本件各更正処分により新たに納付す
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べき税額の計算の基礎となった事実のうちに、当該各更正処分前における税額の計算の基礎と

されなかったことについて、国税通則法６５条４項にいう正当な理由があると認められるもの

があるとは認められない。 

よって、本件各賦課決定はいずれも適法である。 

（原告らの主張の要旨） 

本件ＦＸ取引によって、原告らに雑所得は発生していないから、これが発生していることを

前提としてされた本件各更正処分は上記のとおり違法であり、それらを前提とした本件各賦課

決定は違法である。 

第３ 当裁判所の判断 

１ 争点(1)（本件各更正処分の適法性）について 

(1) 所得税法３６条１項は、その年分の各種所得の金額の計算上収入金額とすべき金額又は総

収入金額に算入すべき金額は、別段の定めがあるものを除き、その年において「収入すべき金

額」と定め、収入した金額によるとしていないことからすると、同法は、現実の収入がなくて

も、その収入の原因となる権利が確定した場合には、その時点で所得の実現があったものとし

て上記権利確定の時期の属する年分の課税所得を計算するという建前（いわゆる権利確定主

義）を採用しているものと解される（最高裁昭和●●年（○○）第●●号同４０年９月８日第

二小法廷決定・刑集１９巻６号６３０頁、同昭和●●年（○○）第●●号同４９年３月８日第

二小法廷判決・民集２８巻２号１８６頁、同●●年（○○）第●●号同５３年２月２４日第二

小法廷判決・民集３２巻１号４３頁参照）。 

 そして、いかなる場合に上記の収入の原因となる権利が確定するかについては、所得税法や

その他関係法令を見ても特に定められておらず、収入の原因となる取引行為にも様々な種類の

取引があり得ることからすると、各種の取引ごとにその特質を考慮して決定せざるを得ないも

のと解されるが、現実の収入がなくても、収入となるべき権利が発生した後、これを法律上行

使することができるようになり、権利実現の可能性を客観的に認識することができる状態にな

ったときは、権利が確定したといい得るものと解される。 

(2) そこで、前提事実及び掲記の証拠で認定した本件ＦＸ取引についてみてみると、以下の事

実が認められる。 

① 本件取引約款、本件取引ガイドによれば、スワップポイント（スワップ金利）は、Ａがそ

の裁量によって毎日決済する、建玉から発生する本邦通貨と取引通貨における金利差相当額

をいい、顧客が高金利通貨を低金利通貨で購入した場合、為替の変動とは関係なく、顧客の

取引口座に取引数量に応じたスワップポイントが毎日積み立てられ、反対に高金利通貨を売

る取引をした場合には、低金利通貨で高金利通貨を売ることになるので、顧客は、受取金利

から借入金利を差し引き、マイナスとなった金利差額に対応するスワップポイントを建玉を

決済するまでの間、Ａに対し、日々支払うこととされていた。 

② 原告らが、その有する建玉について、Ａに対する指示に基づき反対売買（転売又は買戻し）

をしたときは、Ａはその約定値段等において確定差損益金を計算し、Ａに開設した本件各取

引口座に累積させて、直接当該通貨の売買代金を授受することなく、取引を終了（決済）す

ることになり、毎月末にこの累積が原告の益勘定となった場合には、原告らの選択により、

Ａへの預託証拠金とするか原告らの本件各銀行口座に振り込んでもらうこととなるところ、

この確定差損益金には、後記③のとおり算定されるスワップポイント（Ａに指示を出した日
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の属する月の１か月分の累積額と思われる。）、手数料及び手数料に係る消費税も含まれるも

のとされている（本件取引約款４条、５条、２１条１項、２８条２項）。 

③ 他方、顧客が決済注文をせずロールオーバーをした場合であっても、Ａは顧客の建玉に対

して毎営業日に帳入値段（東京外国為替市場の終値）を用いて値洗いを行い、未確定差損益

金、スワップポイント、往復の手数料及び手数料に係る消費税を顧客の通貨証拠金取引口座

に日々累積させており、このうち、未確定差損益金については、「仮払い」又は「先払い」

を可能とすることが本件取引約款等に定められてはいない一方、スワップポイントについて

は、顧客は、毎月１０日（乙３０の「各商品お取引概要」上は、特にスワップポイントを受

領できる日は具体的には定められていないが、平成１８年には、「残高照合通知書」に関す

る「報告書の見方」が作成され、当月最終営業日までのスワップポイントが翌月１０日に支

払われることが原告ら顧客に周知されていたものと認められる。乙４０）、スワップポイン

ト単価に保有ロット数を乗じ、更に保有日数を乗じて算出されるスワップポイントを日本円

で受領することができるものとされていて（本件取引約款２０条、２１条、本件取引ガイド）、

原告らは、Ａから、毎月１日頃には、本件各取引口座に前月最終営業日まで累積したスワッ

プポイント額の通知を受け、毎月１０日、「余剰金引出」ではなく「スワップ引出」という

形で本件各銀行口座に上記金額の本件スワップポイントの振込みを受けていた（乙４１ない

し４７）。 

④ Ａは、原告らに対する債権の担保として、預託証拠金、未確定差損益金その他の金銭又は

物件を留保でき、また、Ａと原告との間での本件ＦＸ取引に関する債権債務の相殺をするこ

とができるが、前者については、いずれの場合も本件各取引口座に預託されている証拠金等

の限度でＡの債権の引当ての対象となっているにとどまり、受払いがされて、原告らの本件

各銀行口座にＡから入金された確定差損益金やスワップポイント等の金員に係る預金等債

権は、これに対して担保が設定されていたり、相殺（予約）の対象となったりしてはいない

（本件取引約款３１条、３６条、本件取引ガイド）。 

 以上のとおり、㋐ Ａにおいては、保有数量に応じたスワップポイントが毎日積み立てら

れ、前月最終営業日時点のスワップポイントの累積額が原告らの本件各取引口座に反映され、

翌月１日頃の日付で原告らに通知できる状態となっていたこと、㋑ 原告らは、Ａから、毎

月１０日、本件各銀行口座に前月最終営業日までの本件スワップポイントの振込みを受けて

いるところ、受払いがされて、原告らの本件各銀行口座にＡから入金された本件スワップポ

イントの金員に係る預金等債権は、これに対して担保が設定されていたり、相殺（予約）の

対象となったりしておらず、原告らは、本件各銀行口座から自由に本件スワップポイントに

係る金員を引き出すことができることなどの本件ＦＸ取引の実態に照らすと、本件スワップ

ポイントに係る収入の原因となる権利は、遅くとも毎月の最終営業日時点では、収入となる

べき権利が発生した後、これを法律上行使することができるようになり、権利実現の可能性

を客観的に認識することができる状態になったということができる。そうすると、毎月の最

終営業日時点で本件スワップポイントに係る収入の原因となる権利は確定していたという

ことができ、この時点のスワップポイント額は、所得税法３６条１項にいう「収入すべき金

額」に該当するものと認められる。 

(3) これに対し、原告らは、① ＦＸ取引においては、大手の事業者が取り扱うＦＸ取引がそ

うであるように、一般的に権利を確定させるために決済が必要であり、明示的な決済がされな
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ければ所得の発生を認識できないところ、本件ＦＸ取引は、日々決済をして利益を確定する取

引・契約ではなく、平成１８年分及び平成１９年分の本件ＦＸ取引でも決済はされていなかっ

たので、所得の発生は認識できない、② 原告らの銀行口座に振り込まれた本件スワップポイ

ントは、Ａが権利確定以前に余剰証拠金を返還（仮払い又は先払い）したものにすぎず、原告

らにおいて決済時に損失が発生すれば、必要額を取引追証拠金として預託しなければならない

から、収入の原因となる権利は確定していない、③ 恣意的で全国的にばらばらな法解釈を改

める平成２３年度税制改正（平成２３年法律第８２号）のような立法的解決が図られるまでは、

所得税法に規定されたとおり、権利確定主義に基づいて課税すべきであったのに、本件各更正

処分は、上記のようなばらばらな取扱いに基づいて恣意的にされたものであるから、租税法律

主義に違反しているなどと主張している。 

ア まず、上記①については、Ｈが取り扱うＦＸ取引においても、建玉の決済とは無関係にス

ワップポイントを顧客が受領し得る類型の取引があり、受領したスワップポイントが課税所

得の対象となると説明されているものもあるし（乙５３）、所得税法３６条１項がいわゆる

権利確定主義を採用したのは、課税に当たって常に現実収入のときまで課税することができ

ないとしたのでは、納税者の恣意を許し、課税の公平を期し難いので、徴税政策上の技術的

見地から、収入の原因となる権利の確定した時期をとらえて課税することとしたものである

ことからすると、ＦＸ取引における決済は、上記の収入の原因となる権利の確定を基礎付け

る一事情にすぎず、これがないからといって、収入の原因となる権利が確定することはない

という関係にはない。 

 そして、Ｇが取り扱うＦＸ取引のスワップポイントについては、その契約上、建玉が反対

売買されたときに初めて取引口座に加算又は減算され、建玉の決済をすることなくスワップ

ポイントを受け取ることができないとされているのに対し、本件スワップポイントは、上記

(2)でみたように、その契約上、原告らによる建玉の反対売買等の決済とは無関係に、日々

発生するスワップポイントが原告らの本件各取引口座に累積され、保有ロット数や保有日数

（前月最終営業日から当月最終営業日）を乗じた１月分が原告らの本件各銀行口座に振り込

まれ、これを受領することができるというのであるから、原告らの上記①の主張は、その前

提を誤るものといわざるを得ない。 

 これに対し、原告らは、本件ＦＸ取引については、決済という行為があって初めて利益が

確定することや、決済がない限り利益と損失が確定しないこと等を内容とする本件取引約款

等の内容とは別段の口頭の合意が成立していたかのように主張し、丁や原告ら自身もこれに

沿う供述（甲３、４）をしている。 

 しかし、一般に、ＦＸ取引のように複雑かつ定型的な金融商品取引においては、顧客が約

款に応諾することによって取引が開始されるところ、このような約款取引においては、顧客

において反対の意思表示をしたり、当該約款に記載されている条項が公序良俗に反するなど

不合理なものや単なる例文にすぎないと目すべきものである等の特段の事情でもない限り、

約款の定めるところをもって契約内容とする旨の包括的な合意をする意思であると推認す

べきであるし、そのような事実たる慣習が成立しているということもできる（民法９２条参

照）。これを本件についてみると、「Ｅ 口座開設申込書」（乙６３ないし６５）には、「お取

引ガイド」（本件取引ガイド）、「Ｅ通貨証拠金取引約款」を受領したとの記載があり、これ

には原告ら名下の署名がされ、その印影が原告らの印章により顕出されたことについては、
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原告らも積極的に争うものではなく、原告らにおいて、本件ＦＸ取引開始時から、本件取引

約款や本件取引ガイドの内容は知悉し得たところ、原告らにおいて、特段これに異議をとど

めた形跡もないことからすると、本件取引約款等は本件ＦＸ取引の契約内容を構成するもの

と十分推認することができる。また、本件全証拠を見ても、丁や原告らの供述以外に、原告

らとＡとの間に本件取引約款等とは別段の合意が存在したことをうかがわせる客観的な証

拠は特に見当たらないし、丁や原告らの供述を見ても、上記合意をするに至った経緯や原告

らの銀行口座に本件スワップポイントが振り込まれている点等について何ら合理的な説明

がされておらず、そもそも、これらの供述は、本件ＦＸ取引開始当時にされたものではなく、

本件訴え提起後１年を経過してされた事後的なものである上、Ａは破産手続開始決定を受け、

結局、原告らに本件ＦＸ取引に関する少なくない損害が生じており、丁と原告らが親戚関係

にあることからすれば、丁において上記損害に関する責任を感じて、原告らの主張内容に沿

った供述をしている疑いが極めて強く認められ、上記供述を信用することはできない。 

 そうすると、原告ら主張のように、原告らとＡとの間で本件ＦＸ取引に関して本件取引約

款等とは別段の合意がされたとは認められず、この別段の合意が存在したことを理由に、平

成１８年分及び平成１９年分の本件ＦＸ取引について、決済がされていないから所得の発生

は認識できないとする原告らの主張は、その前提を欠いていて理由がなく、採用することが

できない。 

イ 次に、上記②のうち、原告らの銀行口座に振り込まれた本件スワップポイントは、Ａが権

利確定以前に余剰証拠金を返還したものにすぎないとの主張については、㋐ 余剰証拠金が

顧客が預託した証拠金につき預託すべき取引証拠金の額を超過する場合に発生するもので

あって（本件取引約款２８条１項参照）、上記(2)や上記アで説示した本件スワップポイント

と発生根拠が全く異なっていること、㋑ 本件スワップポイントは特段顧客の請求がなくと

も発生していれば毎月１０日に顧客の指定銀行口座に振り込まれるものであるのに対し、余

剰証拠金は同項からすると顧客の個々の返還請求が必要とされていて、受領手続も全く異な

ること、㋒ その他、本件全証拠をみても、「⑧返還可能額」の金額は常に零円となってお

り、本件各取引口座に返還可能額は存しなかったのであって、本件スワップポイントの振込

みが余剰証拠金の返還としてされたと認めるに足りるものは見当たらないことからすると、

原告らの上記主張は前提を欠いているものといわざるを得ない。 

 また、本件スワップポイントの振込みとは別途、個々の決済により本件ＦＸ取引において

損失が発生した場合には、本件取引約款上も、取引追証拠金をＡに預託しなければ取引の継

続をすることができないことは認められるものの（本件取引約款２５条、３０条）、これを

超えて、本件ＦＸ取引における契約上、本件スワップポイントが振り込まれる顧客の銀行口

座の預金等債権に対して取引追証拠金等Ａの債権の担保が設定されたり、これを引き当てと

した相殺がされたりすることとはされておらず（また、本件全証拠を見ても、このような合

意が成立していたことをうかがわせる事情も存しない。）、本件スワップポイントが振り込ま

れた顧客の銀行口座に由来した金員が取引追証拠金としてＡに納付されたとしても、それは

振替が予定されている通貨証拠金取引口座内に存在する資金を振り替えたのではなく、顧客

の銀行口座（普通預金口座）に振り込まれて顧客の財産に確定的に帰属した預金等債権の中

から、改めて払戻しを受けたり、送金をしたりするなどして納付するものにすぎず、原告ら

が主張するような仮払金の返還、すなわち貸借取引がされたものいうことはできない（貸借
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の合意が存したという事情も認められない。）。 

 よって、原告らの上記②の主張は理由がなく、採用することができない。 

ウ そして、原告らの上記③の主張はその論旨が必ずしも明確ではないが、まず、本件各更正

処分の当時、ＦＸ取引に関する個人の所得税の課税について、処分行政庁を含めた課税庁が、

全国的にばらばらな法解釈をしていて、それに基づいて、恣意的に利益があったと認定した

年分について課税をしていたとは本件全証拠をもってしても認められない（なお、特別措置

法４１条の１４及び４１条の１５の規定を店頭デリバティブ取引に該当する差金等決済に

係る雑所得にも適用を拡大する平成２３年度税制改正（平成２３年法律第８２号）は、平成

１９年９月３０日の金融商品取引法施行で、新たに「店頭デリバティブ取引」が規制の対象

となって、投資家保護のための規制強化が図られたことを踏まえて、金融商品間の課税の中

立性を高める観点からされたものであって、原告らが主張するようなＦＸ取引に係る所得税

の課税についてのばらばらな取扱いを是正するためにされたものではない。）。 

また、本件各更正処分は、上記説示のとおり、権利確定主義に基づいて適正に行われたも

のであり、恣意的な処分であるということはできない。 

よって、原告らの上記③の主張は、その前提を欠く主張であって理由がなく、採用するこ

とができない。 

(4) 以上検討のとおり、Ａにおいて、翌月１日頃に原告らに通知されて受払いの対象となって

いた毎月分のスワップポイントの金額は、所得税法３６条１項にいう「収入すべき金額」に該

当するということができる（なお、所得税法３５条１項により、これを収入金額として生じた

所得は雑所得に該当する。）。 

したがって、本件ＦＸ取引に係る本件スワップポイントを平成１８年分又は平成１９年分の

雑所得の総収入金額に算入してされた本件各更正処分はいずれも適法である（別紙５。なお、

別紙５第３の１で認定した原告丙の各年分の総所得金額及び納付すべき税額は、平成１８年分

更正処分３及び平成１９年分更正処分３の各総所得金額及び各納付すべき税額を上回ってお

り、上記各更正処分も適法である。）。 

２ 争点(2)（本件各賦課決定の適法性）について 

以上のとおり、本件ＦＸ取引に係る本件スワップポイントを総収入金額に算入してされた平成

１９年分更正処分１ないし３はいずれも適法であり、これにより原告甲が新たに納付すべき税額

７７万９６００円、原告乙が新たに納付すべき税額２１６万５９００円、原告丙が新たに納付す

べき税額８２万７０００円については、本件全証拠を見ても、その計算の基礎となった事実につ

いて、原告らがこれを計算の基礎としなかったことに国税通則法６５条４項に規定する「正当な

理由」があるとは認められないから、本件各賦課決定も適法である。 

第４ 結論 

 よって、原告らの請求はいずれも理由がないから棄却することとし、訴訟費用の負担について、

行政事件訴訟法７条、民事訴訟法６１条、６５条１項本文を適用して、主文のとおり判決する。 

東京地方裁判所民事第２部 

裁判長裁判官 川神 裕 

裁判官 富澤 賢一郎 

裁判官 兌野 昌彦 
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（別紙１） 

指定代理人目録 

新保 裕子 片野 美千子 尾上 幸男 船井 孝行 

菊池 豊 松本 浩伸 濱 孝幸 黒川 美穂 

以上 
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別表２－１ 

 本件ＦＸ取引に係る雑所得の金額（平成１８年分・原告甲） 
 
表１ 為替差損益金の額 

通貨 決済年月日 売買益の額 手数料 差引金額 

豪ドル H18.6.1 380,000 40,000 340,000

豪ドル H18.6.1 420,000 40,000 380,000

為
替
取
引 合計 800,000 80,000 720,000

 ○雑所得 為替差損益金の額 本件スワップポイント   

 の金額 
＝

(売買益の額－手数料)
＋

に係る通知金額 － 振込手数料 

7,761,150円  800,000円－80,000円   7,047,450円  6,300円  

表２ 本件スワップポイントに係る通知金額 表３ 原告甲への振込金額 
保有 

ロット 

保有

日数 

スワップ

ポイント
計 振込金額 

振込 
手数料

合計額 
 

項目 商品名 
① ② ③ ①×②×③ 

通知金額 項目 振込年月日
① ② ①＋②  

 口 日 円 円 円 円 円 円  
Ｂ 130 31 70 282,100  
Ｃ 70 31 100 217,000  

１月分 

Ｃ 25 9 100 22,500 521,600

１月分 
H18.2.10

521,075 525 521,600  
Ｂ 130 28 70 254,800  

２月分 
Ｃ 95 28 100 266,000 520,800

２月分 H18.3.10
520,275 525 520,800  

Ｂ 130 31 70 282,100  
３月分 

Ｃ 95 31 100 294,500 576,600
３月分 H18.4.10

576,075 525 576,600  
Ｂ 130 30 70 273,000  

４月分 
Ｃ 95 30 100 285,000 558,000

４月分 H18.5.10
557,475 525 558,000  

Ｂ 130 31 70 282,100  
５月分 

Ｃ 95 31 100 294,500 576,600
５月分 H18.6.12

576,075 525 576,600  
   

６月分 Ｄ 
185 29 110 590,150 590,150

６月分 H18.7.10
589,625 525 590,150  

   
７月分 Ｄ 

185 31 110 630,850 630,850
７月分 H18.8.10

630,325 525 630,850  
   

８月分 Ｄ 
185 31 110 630,850 630,850

８月分 H18.9.11
630,325 525 630,850  

   
９月分 Ｄ 

185 29 110 590,150 590,150
９月分 H18.10.10

589,625 525 590,150  
   

１０月分 Ｄ 
185 32 110 651,200 651,200

１０月分 H18.11.10
650,675 525 651,200  

   
１１月分 Ｄ 

185 30 110 610,500 610,500
１１月分 H18.12.11

609,975 525 610,500  
   

１２月分 Ｄ 
185 29 110 590,150 590,150

１２月分 H19.1.10
589,625 525 590,150  

ス
ワ
ッ
プ
ポ
イ
ン
ト 

合計  7,047,450 合計  7,041,150 6,300 7,047,450  
（注１） 商品名のＢ、Ｃ及びＤは、それぞれＢ、Ｃ及びＤを表す。 
（注２） 保有日数は、平成１８年５月分までは、その月の日数により、平成１８年６月分からは、土曜日又は日曜日が月末となる場合には、翌月の日数に加算される。 
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別表２－２ 

 本件ＦＸ取引に係る雑所得の金額（平成１９年分・原告甲） 
 
表１ 為替差損益金の額 

通貨 決済年月日 売買益の額 手数料 差引金額 

豪ドル － － － － 

豪ドル － － － － 

為
替
取
引 合計  － － － 

 

○雑所得 為替差損益金の額 本件スワップポイント   

 の金額 
＝

(売買益の額－手数料)
＋

に係る通知金額 － 振込手数料 

5,550,825円    0円   5,555,550円  4,725円  

表２ 本件スワップポイントに係る通知金額 表３ 原告甲への振込金額 
保有 

ロット 

保有

日数 

スワップ

ポイント
計 振込金額 

振込 
手数料

合計額 
 

項目 商品名 
① ② ③ ①×②×③ 

通知金額 項目 振込年月日
① ② ①＋②  

 口 日 円 円 円 円 円 円  
   １月分 

Ｄ 
185 33 110 671,550 671,550

１月分 
H19.2.13

671,025 525 671,550  
   

２月分 Ｄ 
185 28 110 569,800 569,800

２月分 H19.3.12
569,275 525 569,800  

   
３月分 Ｄ 

185 30 110 610,500 610,500
３月分 H19.4.10

609,975 525 610,500  
   

４月分 Ｄ 
185 28 110 569,800 569,800

４月分 H19.5.10
569,275 525 569,800  

   
５月分 Ｄ 

185 34 110 691,900 691,900
５月分 H19.6.11

691,375 525 691,900  
   

６月分 Ｄ 
185 29 110 590,150 590,150

６月分 H19.7.10
589,625 525 590,150  

   
７月分 Ｄ 

185 32 110 651,200 651,200
７月分 H19.8.10

650,675 525 651,200  
   

８月分 Ｄ 
185 31 110 630,850 630,850

８月分 H19.9.10
630,325 525 630,850  

   
９月分 Ｄ 

185 28 110 569,800 569,800
９月分 H19.10.10

569,275 525 569,800  
 

１０月分 － － － － － － １０月分 － － － － 
 
 

１１月分 － － － － － － １１月分 － － － － 
 
 

１２月分 － － － － － － １２月分 － － － － 
 

ス
ワ
ッ
プ
ポ
イ
ン
ト 

合計  5,555,550 合計  5,550,825 4,725 5,555,550  
（注１） 商品名のＢ、Ｃ及びＤは、それぞれＢ、Ｃ及びＤを表す。 
（注２） 保有日数は、平成１８年５月分までは、その月の日数により、平成１８年６月分からは、土曜日又は日曜日が月末となる場合には、翌月の日数に加算される。 
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別表２－３ 

 本件ＦＸ取引に係る雑所得の金額（平成１８年分・原告乙） 
 
表１ 為替差損益金の額 

通貨 決済年月日 売買益の額 手数料 差引金額 

豪ドル H18.6.1 760,000 80,000 680,000

豪ドル H18.6.1 460,000 40,000 420,000

為
替
取
引 合計 1,220,000 120,000 1,100,000

 

○雑所得 為替差損益金の額 本件スワップポイント   

 の金額 
＝

(売買益の額－手数料)
＋

に係る通知金額 － 振込手数料 

11,437,400円  1,220,000円－120,000円  10,343,700円 6,300円  

表２ 本件スワップポイントに係る通知金額 表３ 原告乙への振込金額 
保有 

ロット 

保有

日数 

スワップ

ポイント
計 振込金額 

振込 
手数料

合計額  
項目 商品名 

① ② ③ ①×②×③ 
通知金額 項目 振込年月日

① ② ①＋②  
 口 日 円 円 円 円 円 円  
Ｂ 200 31 70 434,000  １月分 
Ｃ 130 31 100 403,000 837,000

１月分 
H18.2.10

836,475 525 837,000  
Ｂ 200 28 70 392,000  

２月分 
Ｃ 130 28 100 364,000 756,000

２月分 H18.3.10
755,475 525 756,000  

Ｂ 200 31 70 434,000  
３月分 

Ｃ 130 31 100 403,000 837,000
３月分 H18.4.10

836,475 525 837,000  
Ｂ 200 30 70 420,000  

４月分 
Ｃ 130 30 100 390,000 810,000

４月分 H18.5.10
809,475 525 810,000  

Ｂ 200 31 70 434,000  
５月分 

Ｃ 130 31 100 403,000 837,000
５月分 H18.6.12

836,475 525 837,000  
   

６月分 Ｄ 
270 29 110 861,300 861,300

６月分 H18.7.10
860,775 525 861,300  

   
７月分 Ｄ 

270 31 110 920,700 920,700
７月分 H18.8.10

920,175 525 920,700  
   

８月分 Ｄ 
270 31 110 920,700 920,700

８月分 H18.9.11
920,175 525 920,700  

   
９月分 Ｄ 

270 29 110 861,300 861,300
９月分 H18.10.10

860,775 525 861,300  
   

１０月分 Ｄ 
270 32 110 950,400 950,400

１０月分 H18.11.10
949,875 525 950,400  

   
１１月分 Ｄ 

270 30 110 891,000 891,000
１１月分 H18.12.11

890,475 525 891,000  
   

１２月分 Ｄ 
270 29 110 861,300 861,300

１２月分 H19.1.10
860,775 525 861,300  

ス
ワ
ッ
プ
ポ
イ
ン
ト 

合計  10,343,700 合計  10,337,400 6,300 10,343,700  
（注１） 商品名のＢ、Ｃ及びＤは、それぞれＢ、Ｃ及びＤを表す。 
（注２） 保有日数は、平成１８年５月分までは、その月の日数により、平成１８年６月分からは、土曜日又は日曜日が月末となる場合には、翌月の日数に加算される。 
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別表２－４ 

 本件ＦＸ取引に係る雑所得の金額（平成１９年分・原告乙） 
 
表１ 為替差損益金の額 

通貨 決済年月日 売買益の額 手数料 差引金額 

豪ドル － － － － 

豪ドル － － － － 

為
替
取
引 合計  － － － 

 

○雑所得 為替差損益金の額 本件スワップポイント   

 の金額 
＝

(売買益の額－手数料)
＋

に係る通知金額 － 振込手数料 

8,230,975円    0円   8,235,700円  4,725円  

表２ 本件スワップポイントに係る通知金額 表３ 原告乙への振込金額 
保有 

ロット 

保有

日数 

スワップ

ポイント
計 振込金額 

振込 
手数料

合計額  
項目 商品名 

① ② ③ ①×②×③ 
通知金額 項目 振込年月日

① ② ①＋②  
 口 日 円 円 円 円 円 円  

   １月分 
Ｄ 

270 33 110 980,100 980,100
１月分 

H19.2.13
979,575 525 980,100  

   
２月分 Ｄ 

270 28 110 831,600 831,600
２月分 H19.3.12

831,075 525 831,600  
   

３月分 Ｄ 
270 30 110 891,000 891,000

３月分 H19.4.10
890,475 525 891,000  

   
４月分 Ｄ 

270 28 110 831,600 831,600
４月分 H19.5.10

831,075 525 831,600  
   

５月分 Ｄ 
270 34 110 1,009,800 1,009,800

５月分 H19.6.11
1,009,275 525 1,009,800  

Ｄ 10 25 110 27,500  
６月分 

Ｄ 270 29 110 861,300 888,800
６月分 H19.7.10

888,275 525 888,800  
   

７月分 Ｄ 
280 32 110 985,600 985,600

７月分 H19.8.10
985,075 525 985,600  

   
８月分 Ｄ 

280 31 110 954,800 954,800
８月分 H19.9.10

954,275 525 954,800  
   

９月分 Ｄ 
280 28 110 862,400 862,400

９月分 H19.10.10
861,875 525 862,400  

 
１０月分 － － － － － － １０月分 － － － － 

 
 

１１月分 － － － － － － １１月分 － － － － 
 
 

１２月分 － － － － － － １２月分 － － － － 
 

ス
ワ
ッ
プ
ポ
イ
ン
ト 

合計  8,235,700 合計  8,230,975 4,725 8,235,700  
（注１） 商品名のＢ、Ｃ及びＤは、それぞれＢ、Ｃ及びＤを表す。 
（注２） 保有日数は、平成１８年５月分までは、その月の日数により、平成１８年６月分からは、土曜日又は日曜日が月末となる場合には、翌月の日数に加算される。 
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別表２－５ 

 本件ＦＸ取引に係る雑所得の金額（平成１８年分・原告丙） 
 
表１ 為替差損益金の額 

通貨 決済年月日 売買益の額 手数料 差引金額 

豪ドル H18.6.1 310,000 20,000 290,000

豪ドル H18.6.1 100,000 40,000 60,000

為
替
取
引 合計 410,000 60,000 350,000

 ○雑所得 為替差損益金の額 本件スワップポイント   

 の金額 
＝

(売買益の額－手数料)
＋

に係る通知金額 － 振込手数料 

6,352,550円  410,000円－60,000円   6,010,950円  8,400円  

表２ 本件スワップポイントに係る通知金額 表３ 原告丙への振込金額 
保有 

ロット 

保有

日数 

スワップ

ポイント
計 振込金額 

振込 
手数料

合計額  
項目 商品名 

① ② ③ ①×②×③ 
通知金額 項目 振込年月日

① ② ①＋②  
 口 日 円 円 円 円 円 円  
Ｂ 100 31 70 217,000  １月分 
Ｃ 80 31 100 248,000 465,000

１月分 
H18.2.10

464,475 525 465,000  
Ｂ 100 28 70 196,000  

２月分 
Ｃ 80 28 100 224,000 420,000

２月分 H18.3.10
419,475 525 420,000  

Ｂ 100 31 70 217,000  
３月分 

Ｃ 80 31 100 248,000 465,000
３月分 H18.4.10

464,475 525 465,000  
Ｂ 100 30 70 210,000  
Ｃ 80 30 100 240,000  ４月分 
Ｃ 5 4 100 2,000 452,000

４月分 H18.5.10
451,475 525 452,000  

Ｂ 100 31 70 217,000  
５月分 

Ｃ 85 31 100 263,500 480,500
５月分 H18.6.12

479,975 525 480,500  
   

６月分 Ｄ 
155 29 110 494,450 494,450

６月分 H18.7.10
493,925 525 494,450  

   
７月分 Ｄ 

155 31 110 528,550 528,550
７月分 H18.8.10

528,025 525 528,550  
   

８月分 Ｄ 
155 31 110 528,550 528,550

８月分 H18.9.11
528,025 525 528,550  

Ｄ 155 29 110 494,450 H18.10.10 493,925 525 494,450  
９月分 

Ｄ 10 28 110 30,800 525,250
９月分 

H18.10.10 30,275 525 30,800  
  H18.11.10 545,075 525 545,600  

１０月分 Ｄ 
165 32 110 580,800 580,800

１０月分 
H18.11.10 34,675 525 35,200  

  H18.12.11 510,975 525 511,500  
１１月分 Ｄ 

165 30 110 544,500 544,500
１１月分 

H18.12.11 32,475 525 33,000  
  H19.1.10 493,925 525 494,450  

１２月分 Ｄ 
165 29 110 526,350 526,350

１２月分 
H19.1.10 31,375 525 31,900  

ス
ワ
ッ
プ
ポ
イ
ン
ト 

合計  6,010,950 合計  6,002,550 8,400 6,010,950  
（注１） 商品名のＢ、Ｃ及びＤは、それぞれＢ、Ｃ及びＤを表す。 
（注２） 保有日数は、平成１８年５月分までは、その月の日数により、平成１８年６月分からは、土曜日又は日曜日が月末となる場合には、翌月の日数に加算される。 
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別表２－６ 

 本件ＦＸ取引に係る雑所得の金額（平成１９年分・原告丙） 
 
表１ 為替差損益金の額 

通貨 決済年月日 売買益の額 手数料 差引金額 

豪ドル － － － － 

豪ドル － － － － 

為
替
取
引 合計  － － － 

 

○雑所得 為替差損益金の額 本件スワップポイント   

 の金額 
＝

(売買益の額－手数料)
＋

に係る通知金額 － 振込手数料 

4,945,500円    0円   4,954,950円  9,450円  

表２ 本件スワップポイントに係る通知金額 表３ 原告丙への振込金額 
保有 

ロット 

保有

日数 

スワップ

ポイント
計 振込金額 

振込 
手数料

合計額  
項目 商品名 

① ② ③ ①×②×③ 
通知金額 項目 振込年月日

① ② ①＋②  
 口 日 円 円 円 円 円 円  

  H19.2.13 562,125 525 562,650  １月分 
Ｄ 

165 33 110 598,950 598,950
１月分 

H19.2.13 35,775 525 36,300  
  H19.3.12 476,875 525 477,400  

２月分 Ｄ 
165 28 110 508,200 508,200

２月分 
H19.3.12 30,275 525 30,800  

  H19.4.10 510,975 525 511,500  
３月分 Ｄ 

165 30 110 544,500 544,500
３月分 

H19.4.10 32,475 525 33,000  
  H19.5.10 476,875 525 477,400  

４月分 Ｄ 
165 28 110 508,200 508,200

４月分 
H19.5.10 30,275 525 30,800  

  H19.6.11 579,175 525 579,700  
５月分 Ｄ 

165 34 110 617,100 617,100
５月分 

H19.6.11 36,875 525 37,400  
  H19.7.10 493,925 525 494,450  

６月分 Ｄ 
165 29 110 526,350 526,350

６月分 
H19.7.10 31,375 525 31,900  

  H19.8.10 545,075 525 545,600  
７月分 Ｄ 

165 32 110 580,800 580,800
７月分 

H19.8.10 34,675 525 35,200  
  H19.9.10 528,025 525 528,550  

８月分 Ｄ 
165 31 110 562,650 562,650

８月分 
H19.9.10 33,575 525 34,100  

  H19.10.10 476,875 525 477,400  
９月分 Ｄ 

165 28 110 508,200 508,200
９月分 

H19.10.10 30,275 525 30,800  
 

１０月分 － － － － － － １０月分 － － － － 
 
 

１１月分 － － － － － － １１月分 － － － － 
 
 

１２月分 － － － － － － １２月分 － － － － 
 

ス
ワ
ッ
プ
ポ
イ
ン
ト 

合計  4,954,950 合計  4,945,500 9,450 4,954,950  
（注１） 商品名のＢ、Ｃ及びＤは、それぞれＢ、Ｃ及びＤを表す。 
（注２） 保有日数は、平成１８年５月分までは、その月の日数により、平成１８年６月分からは、土曜日又は日曜日が月末となる場合には、翌月の日数に加算される。 



24 

別表３－１ 

本件各更正処分等の経緯（平成１８年分・原告甲） 

（単位：円） 

項目 確定申告 更正の請求1 減額更正処分 更正の請求2 通知処分 本件更正処分 異議申立て 異議決定 審査請求 審査裁決 

年月日 19.3.15 19.7.10 19.10.10 21.3.18 21.7.8 21.7.9 21.9.7 21.11.6 21.12.2 22.11.29 

総 所 得 金 額 ① 8,457,471 1,832,821 3,844,621 3,091,021 8,451,171

不 動 産 所 得 の 金 額 ② 140,021 140,021 140,021 140,021 140,021

給 与 所 得 の 金 額 ③ 550,000 550,000 550,000 550,000 550,000

内

訳 雑 所 得 の 金 額 ④ 7,767,450 1,142,800 3,154,600 2,401,000 7,761,150

所 得 控 除 の 額 の 合 計 額 ⑤ 421,827 421,827 421,827 421,827 421,827

社会保険料控除の金額 ⑥ 

生命保険料控除の金額 ⑦ 41,827 41,827 41,827 41,827 41,827

損害保険料控除の金額 ⑧ 

内

訳 基 礎 控 除 の 金 額 ⑨ 380,000 380,000 380,000 380,000 380,000

課 税 総 所 得 金 額 ⑩ 8,035,000 1,410,000 3,422,000 2,669,000 8,029,000

課税総所得金額に対する税額 ⑪ 1,277,000 141,000 354,400 266,900 1,275,800

定 率 減 税 額 ⑫ 125,000 14,100 35,440 26,690 125,000

源 泉 徴 収 税 額 ⑬ 11,500 11,500 11,500 11,500 11,500

納 付 す べ き 税 額 ⑭ 1,140,500 115,400 307,400 228,700

更
正
を
す
べ
き
理
由
が
な
い
旨
の
通
知 

1,139,300

全
部
の
取
消
し 

棄
却 

全
部
の
取
消
し 

棄
却 
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別表３－２ 

本件各更正処分等の経緯（平成１８年分・原告乙） 

（単位：円） 

項目 確定申告 更正の請求1 減額更正処分 更正の請求2 通知処分 本件更正処分 異議申立て 異議決定 審査請求 審査裁決 

年月日 19.3.15 19.7.10 19.10.10 21.3.18 21.7.8 21.7.9 21.9.7 21.11.6 21.12.2 22.11.29 

総 所 得 金 額 ① 17,461,288 7,751,788 10,760,388 9,609,988 17,454,988

不 動 産 所 得 の 金 額 ② 4,097,588 4,097,588 4,097,588 4,097,588 4,097,588

給 与 所 得 の 金 額 ③ 1,920,000 1,920,000 1,920,000 1,920,000 1,920,000

内

訳 雑 所 得 の 金 額 ④ 11,443,700 1,734,200 4,742,800 3,592,400 11,437,400

所 得 控 除 の 額 の 合 計 額 ⑤ 1,099,100 1,099,100 1,099,100 1,099,100 1,099,100

社会保険料控除の金額 ⑥ 666,100 666,100 666,100 666,100 666,100

生命保険料控除の金額 ⑦ 50,000 50,000 50,000 50,000 50,000

損害保険料控除の金額 ⑧ 3,000 3,000 3,000 3,000 3,000

内

訳 基 礎 控 除 の 金 額 ⑨ 380,000 380,000 380,000 380,000 380,000

課 税 総 所 得 金 額 ⑩ 16,362,000 6,652,000 9,661,000 8,510,000 16,355,000

課税総所得金額に対する税額 ⑪ 3,678,600 1,000,400 1,668,300 1,372,000 3,676,500

定 率 減 税 額 ⑫ 125,000 125,000 125,000 125,000 125,000

源 泉 徴 収 税 額 ⑬ 133,800 133,800 133,800 133,800 133,800

予 定 納 税 額 ⑭ 240,000 240,000 240,000 240,000 240,000

納 付 す べ き 税 額 ⑮ 3,179,800 501,600 1,169,500 873,200

更
正
を
す
べ
き
理
由
が
な
い
旨
の
通
知 

3,177,700

全
部
の
取
消
し 

棄
却 

全
部
の
取
消
し 

棄
却 
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別表３－３ 

本件各更正処分等の経緯（平成１８年分・原告丙） 

（単位：円） 

項目 確定申告 更正の請求1 減額更正処分 更正の請求2 通知処分 本件更正処分 異議申立て 異議決定 審査請求 審査裁決 

年月日 19.3.15 19.7.10 19.10.10 21.3.18 21.7.8 21.7.9 21.9.7 21.11.6 21.12.2 22.11.29 

総 所 得 金 額 ① 9,697,960 4,004,110 7,329,810 5,051,300 9,560,760

不 動 産 所 得 の 金 額 ② 1,417,010 1,417,010 1,417,010 1,417,010 1,417,010

給 与 所 得 の 金 額 ③ 1,920,000 1,920,000 1,920,000 1,920,000 1,920,000

内

訳 雑 所 得 の 金 額 ④ 6,360,950 667,100 3,992,800 1,714,300 6,223,750

所 得 控 除 の 額 の 合 計 額 ⑤ 741,760 741,760 741,760 741,760 741,760

社会保険料控除の金額 ⑥ 296,760 296,760 296,760 296,760 296,760

生命保険料控除の金額 ⑦ 50,000 50,000 50,000 50,000 50,000

損害保険料控除の金額 ⑧ 15,000 15,000 15,000 15,000 15,000

内

訳 基 礎 控 除 の 金 額 ⑨ 380,000 380,000 380,000 380,000 380,000

課 税 総 所 得 金 額 ⑩ 8,956,000 3,262,000 6,588,000 4,309,000 8,819,000

課税総所得金額に対する税額 ⑪ 1,461,200 326,200 987,600 531,800 1,443,800

定 率 減 税 額 ⑫ 125,000 32,620 98,760 53,180 125,000

源 泉 徴 収 税 額 ⑬ 106,000 106,000 106,000 106,000 106,000

納 付 す べ き 税 額 ⑭ 1,230,200 187,500 782,800 372,600

更
正
を
す
べ
き
理
由
が
な
い
旨
の
通
知 

1,202,800

全
部
の
取
消
し 

棄
却 

全
部
の
取
消
し 

棄
却 
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別表４－１ 

本件各更正処分等の経緯（平成１９年分・原告甲） 

（単位：円） 

項目 確定申告 本件更正処分 異議申立て 異議決定 審査請求 審査裁決 

年月日 20.3.17 21.7.9 21.9.7 21.11.6 21.12.2 22.11.29 

総 所 得 金 額 ① 1,068,606 6,619,431

不 動 産 所 得 の 金 額 ② 355,271 355,271

給 与 所 得 の 金 額 ③ 713,335 713,335

内

訳 雑 所 得 の 金 額 ④ 5,550,825

所 得 控 除 の 額 の 合 計 額 ⑤ 421,827 421,827

社会保険料控除の金額 ⑥ 41,827 41,827

生命保険料控除の金額 ⑦ 

地震保険料控除の金額 ⑧ 

内

訳 基 礎 控 除 の 金 額 ⑨ 380,000 380,000

課 税 総 所 得 金 額 ⑩ 646,000 6,197,000

課税総所得金額に対する税額 ⑪ 32,300 811,900

源 泉 徴 収 税 額 ⑫ 14,500 14,500

納 付 す べ き 税 額 ⑬ 17,800 797,400

過 少 申 告 加 算 税 ⑭ 90,500

全
部
の
取
消
し 

棄
却 

全
部
の
取
消
し 

棄
却 
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別表４－２ 

本件各更正処分等の経緯（平成１９年分・原告乙） 

（単位：円） 

項目 確定申告 本件更正処分 異議申立て 異議決定 審査請求 審査裁決 

年月日 20.3.17 21.7.9 21.9.7 21.11.6 21.12.2 22.11.29 

総 所 得 金 額 ① 6,092,322 14,323,297 14,323,297

不 動 産 所 得 の 金 額 ② 4,172,322 4,172,322 4,172,322

給 与 所 得 の 金 額 ③ 1,920,000 1,920,000 1,920,000

内

訳 雑 所 得 の 金 額 ④ 8,230,975 8,230,975

所 得 控 除 の 額 の 合 計 額 ⑤ 981,080 981,080 1,302,986

医 療 費 控 除 の 金 額 ⑥ － － 321,906

社会保険料控除の金額 ⑦ 589,100 589,100 589,100

地震保険料控除の金額 ⑧ 11,980 11,980 11,980

内

訳 基 礎 控 除 の 金 額 ⑨ 380,000 380,000 380,000

課 税 総 所 得 金 額 ⑩ 5,111,000 13,342,000 13,020,000

課税総所得金額に対する税額 ⑪ 594,700 2,866,860 2,760,600

源 泉 徴 収 税 額 ⑫ 46,900 46,900 46,900

予 定 納 税 額 ⑬ 281,400 281,400 281,400

納 付 す べ き 税 額 ⑭ 266,400 2,538,500 2,432,300

過 少 申 告 加 算 税 ⑮ 310,500

全
部
の
取
消
し 

294,500

全
部
の
取
消
し 

棄
却 
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別表４－３ 

本件各更正処分等の経緯（平成１９年分・原告丙） 

（単位：円） 

項目 確定申告 本件更正処分 異議申立て 異議決定 審査請求 審査裁決 

年月日 20.3.17 21.7.9 21.9.7 21.11.6 21.12.2 22.11.29 

総 所 得 金 額 ① 3,182,982 7,832,907

不 動 産 所 得 の 金 額 ② 1,262,982 1,262,982

給 与 所 得 の 金 額 ③ 1,920,000 1,920,000

一 時 所 得 の 金 額 ④ 0 0

内

訳 雑 所 得 の 金 額 ⑤ 4,649,925

所 得 控 除 の 額 の 合 計 額 ⑥ 912,400 912,400

社会保険料控除の金額 ⑦ 467,400 467,400

生命保険料控除の金額 ⑧ 50,000 50,000

地震保険料控除の金額 ⑨ 15,000 15,000

内

訳 基 礎 控 除 の 金 額 ⑩ 380,000 380,000

課 税 総 所 得 金 額 ⑪ 2,270,000 6,920,000

課税総所得金額に対する税額 ⑫ 129,500 956,500

源 泉 徴 収 税 額 ⑬ 50,300 50,300

納 付 す べ き 税 額 ⑭ 79,200 906,200

過 少 申 告 加 算 税 ⑮ 98,000

全
部
の
取
消
し 

棄
却 

全
部
の
取
消
し 

棄
却 
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（別紙５） 

被告主張に係る本件各更正処分等の根拠及び計算 

 原告らの平成１８年分及び平成１９年分所得税の総所得金額及び納付すべき税額並びに本件各賦課

決定に係る過少申告加算税の額の計算過程は以下のとおりである。 

第１ 原告甲関係 

１ 所得税の総所得金額及び納付すべき税額 

 被告が本訴において主張する原告甲の本件各係争年分の所得税額等は、次のとおりである。 

(1) 平成１８年分 

ア 総所得金額 ８４５万１１７１円 

上記金額は、次の(ア)ないし(ウ)の各金額の合計額である。 

(ア) 不動産所得の金額 １４万００２１円 

上記金額は、原告甲が平成１９年３月１５日に阿南税務署長に提出した平成１８年分の所

得税の確定申告書（乙１。以下「平成１８年分原告甲確定申告書」という。）に記載した原

告甲の平成１８年分の不動産所得の金額である。 

(イ) 給与所得の金額 ５５万円

上記金額は、原告甲が平成１８年分原告甲確定申告書に記載した原告甲の平成１８年分の

給与所得の金額である。 

(ウ) 雑所得の金額 ７７６万１１５０円 

上記金額は、原告甲が本件ＦＸ取引により、平成１８年中に得た本件ＦＸ取引に係る所得

金額である（別表２－１参照）。 

イ 所得控除の額の合計額 ４２万１８２７円 

上記金額は、原告甲が平成１８年分原告甲確定申告書に記載した生命保険料控除及び基礎控

除の合計額である。 

ウ 課税総所得金額 ８０２万９０００円 

上記金額は、所得税法８９条２項の規定に基づき、上記アの金額８４５万１１７１円から上

記イの金額４２万１８２７円を控除した後の金額（ただし、国税通則法１１８条１項の規定に

より１０００円未満の端数を切り捨てた後のもの）である。 

エ 納付すべき税額 １１３万９３００円 

 上記金額は、次の(ア)の金額から(イ)及び(ウ)の各金額の合計額を差し引いた後の金額であ

る。 

(ア) 課税総所得金額に対する税額 １２７万５８００円 

上記金額は、上記ウの金額８０２万９０００円に、所得税法８９条１項（ただし、平成１

８年３月法律第１０号による改正前のもの）及び経済社会の変化等に対応して早急に講ずべ

き所得税及び法人税の負担軽減措置に関する法律（以下「負担軽減措置法」という。）４条

（ただし、平成１８年３月法律第１０号による改正（廃止）前のもの）所定の税率を乗じて

算出した金額である。 

(イ) 定率減税額 １２万５０００円 

 上記金額は、負担軽減措置法６条２項の規定により算出した定率減税額である。 

(ウ) 源泉徴収税額 １万１５００円 
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上記金額は、原告甲が平成１８年分原告甲確定申告書に源泉徴収税額として記載した原告

甲の平成１８年分の源泉徴収された所得税の金額である。 

(2) 平成１９年分 

ア 総所得金額 ６６１万９４３１円 

上記金額は、次の(ア)ないし(ウ)の各金額の合計額である。 

(ア) 不動産所得の金額 ３５万５２７１円 

上記金額は、原告甲が平成２０年３月１７日に阿南税務署長に提出した平成１９年分の所

得税の確定申告書（乙２。以下「平成１９年分原告甲確定申告書」という。）に記載した原

告甲の平成１９年分の不動産所得の金額である。 

(イ) 給与所得の金額 ７１万３３３５円 

上記金額は、原告甲が平成１９年分原告甲確定申告書に記載した原告甲の平成１９年分の

給与所得の金額である。 

(ウ) 雑所得の金額 ５５５万０８２５円 

上記金額は、原告甲が平成１９年中に得た本件ＦＸ取引に係る所得金額である（別表２－

２参照）。 

イ 所得控除の額の合計額 ４２万１８２７円 

上記金額は、原告甲が平成１９年分原告甲確定申告書に記載した生命保険料控除及び基礎控

除の合計額である。 

ウ 課税総所得金額 ６１９万７０００円 

上記金額は、所得税法８９条２項の規定に基づき、上記アの金額６６１万９４３１円から上

記イの金額４２万１８２７円を控除した後の金額（ただし、国税通則法１１８条１項の規定に

より１０００円未満の端数を切り捨てた後のもの）である。 

エ 納付すべき税額 ７９万７４００円 

上記金額は、次の(ア)の金額から(イ)の金額を差し引いた後の金額である。 

(ア) 課税総所得金額に対する税額 ８１万１９００円 

上記金額は、上記ウの金額６１９万７０００円に、所得税法８９条１項所定の税率を乗じ

て算出した金額である。 

(イ) 源泉徴収税額 １万４５００円 

上記金額は、原告甲が平成１９年分原告甲確定申告書に源泉徴収税額として記載した原告

甲の平成１９年分の源泉徴収された所得税の金額である。 

２ 過少申告加算税額 ９万０５００円 

上記１(2)の納付すべき税額を基にすると、平成１９年分更正処分１により原告甲が新たに納付

すべき税額は７７万９６００円（乙１４の２枚目記載の納付すべき税額７９万７４００円から、乙

２記載の収める税金１万７８００円を差し引いた額）となり、平成１９年分更正処分１に伴って賦

課される過少申告加算税の額は、以下の(1)及び(2)の合計額となる。 

(1) ７万７０００円 

 上記金額は、平成１９年分更正処分１により原告甲が新たに納付すべきこととなった税額７７

万円（ただし、国税通則法１１８条３項の規定により１万円未満の端数を切り捨てた後のもの）

を基礎として、これに同法６５条１項の規定に基づき１００分の１０の割合を乗じて算出した金

額である。 
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(2) １万３５００円 

上記金額は、国税通則法６５条２項の規定に基づき、平成１９年分更正処分１により原告甲が

新たに納付すべきこととなった税額７７万９６００円のうち期限内申告税額に相当する金額３

万２３００円と５０万円のいずれか多い金額である５０万円を超える部分に相当する税額２７

万円（ただし、同法１１８条３項の規定により１万円未満の端数を切り捨てた後のもの）を基礎

に１００分の５の割合を乗じて算出した金額である。 

第２ 原告乙関係 

１ 所得税の総所得金額及び納付すべき税額 

 被告が本訴において主張する原告乙の本件各係争年分の所得税額等は、次のとおりである。 

(1) 平成１８年分 

ア 総所得金額 １７４５万４９８８円 

上記金額は、次の(ア)ないし(ウ)の各金額の合計額である。 

(ア) 不動産所得の金額 ４０９万７５８８円 

上記金額は、原告乙が平成１９年３月１５日に阿南税務署長に提出した平成１８年分の所

得税の確定申告書（乙３。以下「平成１８年分原告乙確定申告書」という。）に記載した原

告乙の平成１８年分不動産所得の金額である。 

(イ) 給与所得の金額 １９２万円

上記金額は、原告乙が平成１８年分原告乙確定申告書に記載した原告乙の平成１８年分の

給与所得の金額である。 

(ウ) 雑所得の金額 １１４３万７４００円 

上記金額は、原告乙が平成１８年中に得た本件ＦＸ取引に係る所得金額である（別表２－

３参照）。 

イ 所得控除の額の合計額 １０９万９１００円 

上記金額は、原告乙が平成１８年分原告乙確定申告書に記載した原告乙の社会保険料控除、

生命保険料控除、損害保険料控除及び基礎控除の合計額である（乙３）。 

ウ 課税総所得金額 １６３５万５０００円 

上記金額は、所得税法８９条２項の規定に基づき、上記アの金額１７４５万４９８８円から

上記イの金額１０９万９１００円を控除した後の金額（ただし、国税通則法１１８条１項の規

定により１０００円未満の端数を切り捨てた後のもの）である。 

エ 納付すべき税額 ３１７万７７００円 

 上記金額は、次の(ア)の金額から(イ)ないし(エ)の各金額の合計額を差し引いた後の金額で

ある。 

(ア) 課税総所得金額に対する税額 ３６７万６５００円 

上記金額は、上記ウの金額１６３５万５０００円に所得税法８９条１項（ただし、平成１

８年３月法律第１０号による改正前のもの）及び負担軽減措置法４条（ただし、平成１８年

３月法律第１０号による改正（廃止）前のもの）所定の税率を乗じて算出した金額である。 

(イ) 定率減税額 １２万５０００円 

 上記金額は、負担軽減措置法６条２項の規定により算出した定率減税額である。 

(ウ) 源泉徴収税額 １３万３８００円 

上記金額は、原告乙が平成１８年分原告乙確定申告書に源泉徴収税額として記載した原告
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乙の平成１８年分の源泉徴収された所得税の金額である。 

(エ) 予定納税額 ２４万円 

 上記金額は、原告乙の平成１８年分に係る第１期及び第２期の予定納税額である。 

(2) 平成１９年分 

ア 総所得金額 １４３２万３２９７円 

上記金額は、次の(ア)ないし(ウ)各金額の合計額である。 

(ア) 不動産所得の金額 ４１７万２３３２円 

上記金額は、原告乙が平成２０年３月１７日に阿南税務署長に提出した平成１９年分の所

得税の確定申告書（乙４。以下「平成１９年分原告乙確定申告書」という。）に記載した原

告乙の平成１９年分の不動産所得の金額である。 

(イ) 給与所得の金額 １９２万円

上記金額は、原告乙が平成１９年分原告乙確定申告書に記載した原告乙の平成１９年分の

給与所得の金額である。 

(ウ) 雑所得の金額 ８２３万０９７５円 

上記金額は、原告乙が平成１９年中に得た本件ＦＸ取引に係る所得金額である（別表２－

４参照）。 

イ 所得控除の額の合計額 １３０万２９８６円 

 上記金額は、医療費控除、社会保険料控除、地震保険料控除及び基礎控除の合計額であり、

原告乙が平成１９年分原告乙確定申告書に記載した、社会保険料控除の額５８万９１００円、

地震保険料控除の額１万１９８０円及び基礎控除の額３８万円の合計額である９８万１０８

０円に、原告乙が平成１９年中に支払った医療費である４２万１９０６円（乙２３）から、所

得税法７３条に定める１０万円を控除した金額３２万１９０６円を加算したものである。 

ウ 課税総所得金額 １３０２万００００円 

上記金額は、所得税法８９条２項の規定に基づき、上記アの金額１４３２万３２９７円から

上記イの金額１３０万２９８６円を控除した後の金額（ただし、国税通則法１１８条１項の規

定により１０００円未満の端数を切り捨てた後のもの）である。 

エ 納付すべき税額 ２４３万２３００円 

上記金額は、次の(ア)の金額から(イ)及び(ウ)の各金額の合計額を差し引いた後の金額であ

る。 

(ア) 課税総所得金額に対する税額 ２７６万０６００円 

上記金額は、上記ウの金額１３０２万円に所得税法８９条１項所定の税率を乗じて算出し

た金額である。 

(イ) 源泉徴収税額 ４万６９００円 

上記金額は、原告乙が平成１９年分原告乙確定申告書に源泉徴収税額として記載した原告

乙の平成１９年分の源泉徴収された所得税の金額である。 

(ウ) 予定納税額 ２８万１４００円 

上記金額は、原告乙の平成１９年分に係る第１期及び第２期の予定納税額の合計金額であ

る。 

２ 過少申告加算税額 ２９万４５００円 

上記１(2)の納付すべき税額を基にすると、平成１９年分更正処分２により原告乙が新たに納付
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すべき税額は２１６万５９００円（乙２３の３枚目の納付すべき税額２４３万２３００円から、乙

４記載の収める税金２６万６４００円を差し引いた額）となり、平成１９年分更正処分２に伴って

原告乙に賦課される過少申告加算税の額は、以下の(1)及び(2)の合計額となる。 

(1) ２１万６０００円 

上記金額は、平成１９年分更正処分２により原告乙が新たに納付すべきこととなった税額２１

６万円（ただし、国税通則法１１８条３項の規定により１万円未満の端数を切り捨てた後のもの）

を基礎として、これに同法６５条１項の規定に基づき１００分の１０の割合を乗じて算出した金

額である。 

(2) ７万８５００円 

 上記金額は、国税通則法６５条２項の規定に基づき、平成１９年分更正処分２により原告乙が

新たに納付すべきこととなった税額２１６万５９００円のうち期限内申告税額に相当する金額

５９万４７００円と５０万円のいずれか多い金額である５９万４７００円を超える部分に相当

する税額１５７万円（ただし、同法１１８条３項の規定により１万円未満の端数を切り捨てた後

のもの）に１００分の５の割合を乗じて算出した金額である。 

第３ 原告丙関係 

１ 所得税の総所得金額及び納付すべき税額 

 被告が本訴において主張する原告丙の本件各係争年分の所得税額等は、次のとおりである。 

(1) 平成１８年分 

ア 総所得金額 ９６８万９５６０円 

上記金額は、次の(ア)ないし(ウ)の各金額の合計額である。 

(ア) 不動産所得の金額 １４１万７０１０円 

上記金額は、原告丙が平成１９年３月１５日に阿南税務署長に提出した平成１８年分の所

得税の確定申告書（乙５。以下「平成１８年分原告丙確定申告書」という。）に記載した原

告丙の平成１８年分の不動産所得の金額である。 

(イ) 給与所得の金額 １９２万円

上記金額は、原告丙が平成１８年分原告丙確定申告書に記載した原告丙の平成１８年分の

給与所得の金額である。 

(ウ) 雑所得の金額 ６３５万２５５０円 

上記金額は、原告丙が平成１８年中に得た本件ＦＸ取引に係る所得金額である（別表２－

５参照）。 

イ 所得控除の額の合計額 ７４万１７６０円 

上記金額は、原告丙が平成１８年分原告丙確定申告書に記載した社会保険料控除、生命保険

料控除、損害保険料控除及び基礎控除の合計額である。 

ウ 課税総所得金額 ８９４万７０００円 

上記金額は、所得税法８９条２項の規定に基づき、上記アの金額９６８万９５６０円から上

記イの金額７４万１７６０円を控除した後の金額（ただし、国税通則法１１８条１項の規定に

より１０００円未満の端数を切り捨てた後のもの）である。 

エ 納付すべき税額 １２２万８４００円 

 上記金額は、次の(ア)の金額から(イ)及び(ウ)の各金額の合計額を差し引いた後の金額であ

る。 
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(ア) 課税総所得金額に対する税額 １４５万９４００円 

上記金額は、上記ウの課税総所得金額８９４万７０００円に所得税法８９条１項（ただし、

平成１８年３月法律第１０号による改正前のもの）及び負担軽減法４条（ただし、平成１８

年法律第１０号による改正（廃止）前のもの）所定の税率を乗じて算出した金額である。 

(イ) 定率減税額 １２万５０００円 

上記金額は、負担軽減措置法６条２項の規定により算出した定率減税額である。 

(ウ) 源泉徴収税額 １０万６０００円 

上記金額は、原告丙が平成１８年分原告丙確定申告書に源泉徴収税額として記載した原告

丙の平成１８年分の源泉徴収された所得税の金額である。 

(2) 平成１９年分 

ア 総所得金額 ８１２万８４８２円 

上記金額は、次の(ア)ないし(ウ)の各金額の合計額である。 

(ア) 不動産所得の金額 １２６万２９８２円 

上記金額は、原告丙が平成２０年３月１７日に阿南税務署長に提出した平成１９年分の所

得税の確定申告書（乙６。以下「平成１９年分原告丙確定申告書」という。）に記載した原

告丙の平成１９年分の不動産所得の金額である。 

(イ) 給与所得の金額 １９２万円

上記金額は、原告丙が平成１９年分原告丙確定申告書に記載した原告丙の平成１９年分の

給与所得の金額である。 

(ウ) 雑所得の金額 ４９４万５５００円 

上記金額は、原告丙が平成１９年中に得た本件ＦＸ取引に係る所得金額である（別表２－

６参照）。 

イ 所得控除の額の合計額 ９１万２４００円 

上記金額は、原告丙が平成１９年分原告丙確定申告書に記載した社会保険料控除、生命保険

料控除、地震保険料控除及び基礎控除の合計額である。 

ウ 課税総所得金額 ７２１万６０００円 

上記金額は、所得税法８９条２項の規定に基づき、上記アの金額８１２万８４８２円から上

記イの金額９１万２４００円を控除した後の金額（ただし、国税通則法１１８条１項の規定に

より１０００円未満の端数を切り捨てた後のもの）である。 

エ 納付すべき税額 ９７万３３００円 

上記金額は、次の(ア)の金額から(イ)の金額を差し引いた後の金額（ただし、国税通則法１

１９条１項の規定により１００円未満の端数を切り捨てた後のもの）である。 

(ア) 課税総所得金額に対する税額 １０２万３６８０円 

上記金額は、上記ウの金額７２１万６０００円に所得税法８９条１項所定の税率を乗じて

算出した金額である。 

(イ) 源泉徴収税額 ５万０３００円 

上記金額は、原告丙が平成１９年分原告丙確定申告書に源泉徴収税額として記載した原告

丙の平成１９年分の源泉徴収された所得税の金額である。 

２ 過少申告加算税額 ９万８０００円 

上記１(2)の納付すべき税額を基にすると、平成１９年分更正処分３により原告丙が新たに納付
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すべき税額は８２万７０００円（乙１８の２枚目記載の納付すべき金額９０万６２００円から、乙

６記載の納める税金７万９２００円を差し引いた額）となり、平成１９年分更正処分３に賦課され

る過少申告加算税の額は、以下の(1)及び(2)の合計額となる。 

(1) ８万２０００円 

上記金額は、平成１９年分更正処分３により原告丙が新たに納付すべきこととなった税額８２

万円（ただし、国税通則法１１８条３項の規定により１万円未満の端数を切り捨てたもの）を基

礎として、これに同法６５条１項の規定に基づき１００分の１０の割合を乗じて算出した金額で

ある。 

(2) １万６０００円 

上記金額は、国税通則法６５条２項の規定に基づき、平成１９年分更正処分３により原告丙が

新たに納付すべきこととなった税額８２万７０００円のうち期限内申告税額に相当する金額１

２万９５００円と５０万円のいずれか多い金額である５０万円を超える部分に相当する税額３

２万円（ただし、同法１１８条３項の規定により１万円未満の端数を切り捨てた後のもの）に１

００分の５の割合を乗じて算出した金額である。 

以上 




